
 

 

 

 

 

 

 

令和５年１月３１日 
 

第 ３１ 回 
 

 

余市町農業委員会総会議事録 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

余市町農業委員会 



 

 

１． 令和５年１月３１日午後１時３０分より、余市町役場３０１・３０２会議室に  

おいて、第３１回余市町農業委員会総会を余市町農業委員会会長 細山正己これ

を招集した。 
 
２． 定刻までに参集した委員は次のとおりである。 
 
   議席番号     １番       村 井 貞 治 

     〃             ２番       中 岡 博 晃 

     〃       ３番       片 山   裕 

     〃       ４番       野 呂 栄 二 

    〃       ５番       村 尾 哲 郎 

    〃       ６番       土 居 義 和 

    〃       ７番       川 合   一 

     〃             ８番       井 川 和 彦 

    〃             ９番       落   雅 美 

    〃       １０番       石 岡   渡 

    〃      １１番       有 田   均 

    〃       １２番       曽 我 貴 彦 

      〃      １３番       山 本 秀 弘 

    〃      １４番       金 子 秋 雄 

    〃      １５番       坂 本 政 隆 

    〃      １６番       細 山 正 己 

 

３． 本日、この会議に参与したる者の職・氏名は次のとおりである。 
 

余市町農業委員会     事 務 局 長   濱 川 龍 一 

             庶 務 係 主 任   小 島 祐 子 

農  地  係  主  事   篠 原   司 

 

４． 本日の日程は、次のとおりである。 
 

議事録署名委員の指名 

  議案第１号 農地法第３条の規定による許可申請について 

  議案第２号 農地法第４条の規定による許可申請について 

議案第３号 余市町農業委員会「農地等の利用の最適化の推進に関する指針」 

        （案）について 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

（開会宣言の時刻午後 1時３０分） 

議  長   定刻になりましたので、ただ今から第３１回余市町農業委員会総会を開会 

いたします。 

      ただ今の出席委員は、１６名全員であります。 

よって過半数に達しましたので、余市町農業委員会会議規則第１０条の規

定により総会は成立いたしました。 

本総会の傍聴について、ご報告いたします。 

本会会議規則第３０条の規定に基づき、報道関係者を除く一般傍聴人を１

０名に制限することをご報告いたします。 

本総会に付議する案件は、議案３件であります。 

それでは、日程に入らせていただきます。 

はじめに、議事録署名委員の指名についてをお諮りいたします。 

 

一  同  議長指名。 

 

議  長   議長指名ということですので、私の方から指名させていただきます。 

１番・村井委員、７番・川合委員のご両名にお願い申し上げます。 

それでは、案件の審議に入ります。 

議案第１号 農地法第３条の規定による許可申請についてを議題に供しま

す。 

番外から内容説明をいたさせます。 

 

篠原主事  議長、番外。 

 

議  長  はい、番外。 

 

篠原主事  ただ今、上程されました、議案第１号につきまして朗読説明させていただ

きます。 

議案第１号、農地法第３条の規定による許可申請について。 

このことについて、下記の者から農地法第３条の規定による許可申請書の

提出があったので実情検討の上、審議採決願いたい。 

      令和５年１月３１日提出、余市町農業委員会会長 細山 正己。 

申請番号１番、申請人住所氏名、貸主、余市町■町■■■番地、■■■、

借主、余市町■町■■■番地■、■■■■■■■■ ■■■■ ■■■。 

     申請農地、■町■■■番■、地目、公簿現況ともに畑、外■筆、計■筆で合

計面積■■■■■■㎡。 

調査年月日及び調査委員につきましては、令和５年１月２４日、山本委員、 

土居委員、坂本委員の３名で調査を行ってございます。 

農地法の許可基準に基づく調査委員の所見につきましては、農地法第３条



 

 

第２項第１号から第７号までの各号に該当しないでございます。 

       理由につきましては、貸主、経営を法人化するため所有農地を一括使用

貸借するもの、借主、上記受けるものでございます。 

       農地法第３条調査書につきましては、４ページに記載しております。 

続きまして、申請番号２番、申請人住所氏名、貸主、余市町■町■■■

番地■、■■■、借主、余市町■町■■■番地■、■■■■■■■■ ■■

■■ ■■■。 

       申請農地、■町■■■番■、地目、公簿田、現況畑、外■■筆、計■■

筆で合計面積■■■■■■㎡。 

調査年月日及び調査委員につきましては、令和５年１月２４日、山本委

員、土居委員、坂本委員の３名で調査を行ってございます。 

       農地法の許可基準に基づく調査委員の所見につきましては、農地法第３

条第２項第１号から第７号までの各号に該当しないでございます。 

       理由につきましては、貸主、経営を法人化するため所有農地を一括使用

貸借するもの、借主、上記受けるものでございます。 

       農地法第３条調査書につきましては、５ページに記載しております。 

以上２件の申請でございます。ご審議の上、ご決定賜りますようよろし

くお願い申し上げます。 

 

議  長  ただ今の説明に関連して、申請番号１番、２番につきまして、現地調査

を行った地区担当委員から、調査の結果並びに補足説明をお願いいたしま

す。 

 

１３ 番  はい、１３番山本。 

 

議  長  はい、１３番。 

 

１３ 番  申請番号１番から２番までの農地法第３条の規定による許可申請につい

て、１月２４日、事務局を含め、土居委員、坂本委員と私の３名の委員で

現地調査を行いましたので、ご報告いたします。 

      ただ今、事務局からの説明でもありましたが、申請番号１番から２番ま

でについては、貸主が経営を法人化するため所有農地を借主に一括使用貸

借するものです。 

      調査の結果、申請番号１番から２番までについては、取得後も機械の能

力・農作業に従事する状況等からみて農地を効率的に利用すると認められ

ますので、調査員３名とも農地法第３条第２項の各号に該当しない旨、許

可要件を満たすと合意しました。 

      よろしくご審議の上、ご決定をお願いします。 

 

議  長  事務局からの内容説明と調査委員の報告が終わりましたので、質疑に入り 



 

 

     ます。 

申請番号１番につきまして、ご異議ございませんでしょうか。 

 

一  同  異議なし。 

 

議  長  ご異議がないようですので、申請番号１番については、申請のとおり可と

決定いたします。 

      続きまして、申請番号２番につきまして、ご異議ございませんでしょう

か。 

 

一  同  異議なし。 

 

議  長  ご異議がないようですので、申請番号２番については、申請のとおり可と

決定いたします。 

      次に、議案第２号 農地法第４条の規定による許可申請についてを議題に

供します。 

      番外から内容説明をいたさせます。 

 

篠原主事  議長、番外。 

 

議  長  はい、番外。 

 

篠原主事  ただ今、上程されました、議案第２号につきまして朗読説明させていただ

きます。 

議案第２号、農地法第４条の規定による許可申請について。 

      このことについて、下記の者から農地法第４条の規定による許可申請書の

提出があったので実情検討の上、審議採決願いたい。 

      令和５年１月３１日提出、余市町農業委員会会長、細山正己。 

 申請番号１番、申請人住所氏名、余市町■■町■■■番地、■■■■、土

地の表示、■■町■■■番■、公簿現況ともに畑、外■筆、計■筆で合計面

積■■■㎡、事業内容につきましては、道路整備のためでございます。 

      工事計画年月日につきましては、許可後から令和５年２月１５日まででご

ざいます。 

      農地法に基づく許可基準につきましては、運用通知第２の１の（１）のエ

の（イ）の規定に該当するでございます。 

      備考につきましては、都市計画区域内、農用地区域外、第３種農地でござ

います。 

      ７ページをお開き願います。 

      申請地につきましては、町道■■■■■線の沿線の色塗り部分の土地でご 

ざいます 



 

 

農地法第４条調査書につきましては、８ページから９ページに記載してお

ります。 

以上１件の申請でございます。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしく 

    お願い申し上げます。 

 

議  長  事務局からの内容説明が終わりましたので、これより質疑に入ります。 

議案第２号につきまして、ご異議ございませんでしょうか。 

 

一  同  異議なし。 

 

議  長   ご異議がないようですので、議案第２号につきましては、申請のとおり可

と決定いたします。 

      次に、議案第３号 余市町農業委員会「農地等の利用の最適化の推進に関

する指針」（案）についてを議題に供します。 

      番外から内容説明をいたさせます。 

 

濱川局長  議長、番外。 

 

議  長  はい、番外。 

 

濱川局長  ただ今、上程されました議案第３号につきまして朗読説明させていただき

ます。 

議案第３号 余市町農業委員会「農地等の利用の最適化の推進に関する指

針」（案）について。 

余市町農業委員会「農地等の利用の最適化の推進に関する指針」（案）に

ついて、別紙のとおり本会に付議する。 

令和５年１月３１日提出 余市町農業委員会 会長 細山正己。 

１１ページをお開き願います。 

この「農地等の利用の最適化の推進に関する指針」でありますが、農業委

員会等に関する法律において、これまでは、「指針を定めるよう努めなけれ

ばならない」とされていたのが、「指針を定めなければならない」と義務化

されることから、このたびご提案申し上げるものでございます。 

まず初めに「第１ 基本的な考え方」でありますが、農業委員会等に関す

る法律の改正法が平成２８年４月１日に施行され、農業委員会においては

「農地等の利用の最適化の推進」が最も重要な必須事務として、明確に位置

づけられた。 

余市町においては、平地と中山間が混在しており、それぞれの地域によっ

て農地の利用状況や営農類型が異なっており、地域の実態に応じた取り組み

を推進し、それに向けた対策の強化を図ることが求められている。 

また、農業者の高齢化・農業後継者不足などが進行しており、農業人口減

少に伴う遊休農地の発生が懸念されることから、その発生防止・解消、さら



 

 

には担い手への農地利用の集積・集約化を図るため、「地域計画」（農業経営

基盤強化促進法等の一部を改正する法律案による改正後の農業経営基盤強化

促進法第１９条第１項の規定に基づき、市町村が、農業者等の協議の結果を

踏まえ、農業の将来の在り方や農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目

標として農業を担う者ごとに利用する農用地等を表示した地図などを明確化

し、公表したものをいう。）に基づいて農地中間管理事業を活用した利用調

整に取り組んでいく必要がある。 

以上のような観点から、地域の強みを活かしながら、活力ある農業・農村

を築くため、法第７条第１項に基づき、担当区域ごとの活動を通じて「農地

等の利用の最適化」が一体的に進んでいくよう、余市町農業委員会の指針と

して、具体的な目標と推進方法、目標の達成状況に対する評価方法等を以下

のとおり定める。 

      なお、この指針は、改正基盤法第５条第１項に規定する北海道の農業経営

基盤の強化の促進に関する基本方針及び改正基盤法第６条第１項に規定する

余市町の農業経営基盤の強化の促進に関する基本構想を踏まえた農業委員会

の長期的な目標として１０年後に目指す農地の状況等を示すものであり、農

業委員の改選期である３年ごとに検証・見直しを行う。 

また、単年度の具体的な活動については、「農業委員会による最適化活動

の推進等について」に基づく「最適化活動の目標の設定等」のとおりとす

る。 

とするものでございます。 

１２ページをお開き願います。 

第２ 具体的な目標、推進方法及び評価方法であります。 

１ 遊休農地の発生防止・解消について。 

（１）遊休農地の解消目標ですが、現状、３年後の目標、１０年後の目標を

記載しております。 

（２）遊休農地の発生防止・解消の具体的な推進方法。 

① 農地の利用状況調査と利用意向調査の実施について。 

農業委員の担当制又はチーム制による農地法第３０条第１項の規定による

利用状況調査と同法第３２条第１項の規定による利用意向調査の実施につい

て協議・検討し、調査の徹底を図る。それぞれの調査時期については、「農

地法の運用について」に基づき実施する。 

なお、従来から農地パトロールの中で行っていた、違反転用の発生防止・

早期発見等、農地の適正な利用の確認に関する現場活動については、利用状

況調査の時期にかかわらず日常的に実施する。 

利用意向調査の結果を踏まえ、農地法第３４条に基づく農地の利用関係の

調整を行う。 

利用状況調査と利用意向調査の結果は、速やかに「農業委員会サポートシ

ステム」に反映し、農地台帳の正確な記録の確保と公表の迅速化を図る。 

② 農地中間管理機構との連携について。 

利用意向調査の結果を受け、農家の意向を踏まえた農地中間管理機構への



 

 

貸付け手続きを行う。 

③ 非農地判断について。 

      利用状況調査によって、再生利用が困難と区分された農地については、現

況に応じて速やかに「非農地判断」を行い、守るべき農地を明確化する。 

としております。 

（３）遊休農地の発生防止・解消の評価方法。 

遊休農地の発生防止・解消の進捗状況は、遊休農地の割合により評価す

る。 

１３ページをお開き願います。 

単年度の評価については、「農業委員会による最適化活動の推進等につい

て」に基づく「農業委員会の農地利用の最適化の推進の状況その他事務の実

施状況の公表」のとおりとする。 

としております。 

２ 担い手への農地利用の集積・集約化について。 

（１）担い手への農地利用集積目標ですが、現状、３年後の目標、１０年後

の目標を記載しております。 

また、【参考】として、担い手の育成・確保について、現状、３年後の目

標、１０年後の目標を記載しております。 

（２）担い手への農地利用の集積・集約化に向けた具体的な推進方法。 

① 「地域計画」の作成・見直しについて。 

農業委員会として、地域ごとに人と農地の問題を解決するため、１０年後

の農業の在り方と農地利用の将来像を描く「地域計画」の作成と見直しに主

体的に取り組む。 

１４ページをお開き願います。 

② 農地中間管理機構等との連携について。 

農業委員会は、市町村、農地中間管理機構、農協等と連携し、（ア）農地

中間管理機構に貸付けを希望する復元可能な遊休農地、（イ）経営の廃止・

縮小を希望する高齢農家等の農地、（ウ）利用権の設定期間が満了する農地

等についてリスト化を行い「地域計画」の作成・見直し、農地中間管理事業

の活用を検討するなど、農地の出し手と受け手の意向を踏まえたマッチング

を行う。 

③ 農地の利用調整と利用権設定について。 

管内の地域の農地利用の状況を踏まえ、担い手への農地利用の集積が進ん

でいる地域では、担い手の意向を踏まえた農地の集約化のための利用調整・

交換と利用権の再設定を推進する。 

      また、中山間地域等の農地の区画・形状が悪く、受け手が少ない又は受け

手がいない地域では、農地中間管理機構による簡易な基盤整備事業の活用と

併せて集落営農の組織化・法人化、新規参入の受入れを推進するなど、地域

に応じた取り組みを推進する。 

④ 農地の所有者等を確知することができない農地の取扱い。 

      農地の所有者等を確知することができない農地については、公示手続を経



 

 

て農地中間管理機構を通じて利用権設定ができる制度を活用し、農地の有効

利用に努める。 

としております。 

（３）担い手への農地利用の集積・集約化の評価方法。 

担い手への農地利用の集積・集約化の進捗状況は、農地の集積率により評

価する。 

単年度の評価については、「農業委員会による最適化活動の推進等につい

て」に基づく「農業委員会の農地利用の最適化の推進の状況その他事務の実

施状況の公表」のとおりとする。 

としております。 

３ 新規参入の促進について。 

（１）新規参入の促進目標ですが、現状、３年後の目標、１０年後の目標を

記載しております。 

１５ページをお開き願います。 

（２）新規参入の促進に向けた具体的な推進方法。 

       ① 関係機関との連携について。 

都道府県・全国の農業委員会ネットワーク機構、農地中間管理機構等と連

携し、管内の農地の借入れ意向のある認定農業者及び参入希望者を把握し、

必要に応じて現地見学や相談会を実施する。 

      ② 新規就農フェア等への参加について。 

市町村、農協等と連携し、農業委員が新規就農フェア等に積極的に参加す

ることで新規就農希望者の情報収集に努め、新規就農の受入れとフォローア

ップ体制を整備する。 

 ③ 企業参入の推進について。 

担い手が不足している地域では、企業の農業参入も地域の担い手確保の有

効な手段であることから、農地中間管理機構も活用して、積極的に企業の参

入の推進を図る。 

 ④ 農業委員会のフォローアップ活動について。 

農業委員は、新規参入者の地域の受入条件の整備を図るとともに、後見人

等の役割を担う。 

としております。 

（３）新規参入の促進の評価方法。 

新規参入の促進の進捗状況は、新規参入者の数により評価する。 

単年度の評価については、「農業委員会による最適化活動の推進等につい

て」に基づく「農業委員会の農地利用の最適化の推進の状況その他事務の実

施状況の公表」のとおりとする。 

としております。 

第３ 「地域計画」の目標を達成するための役割。 

 余市町において作成された「地域計画」に基づき、農地を効率的かつ総合

的に利用していくため、余市町農業委員会は次の役割を担っていく。 

      ・日常的な農地の見守りによる農地の適正利用の確認 



 

 

 ・農家への声掛け等による意向把握 

 ・「地域計画」で位置付けられた担い手への農地の利用調整やマッチング 

      ・農地中間管理事業の活用の働きかけ 

 ・「地域計画」の定期的な見直しへの協力 

としております。 

以上、議案第３号 余市町農業委員会「農地等の利用の最適化の推進に関

する指針」（案）について、ご説明申し上げましたので、よろしくご審議の

上、ご決定賜りますようお願い申し上げます。 

 

議  長  事務局からの内容説明が終わりましたので、質疑に入ります。 

      議案第３号につきまして、ご異議ございませんでしょうか。 

 

一  同  異議なし。 

 

議  長   ご異議がないようですので、議案第３号につきましては、提案のとおり可

と決定いたします。 

 

      以上、本日ご提案申し上げました案件は、全て終了いたしましたので、第

３１回総会を閉会いたします。 

      皆様、お疲れ様でございます。 

 

      （閉会宣言の時刻 午後１時５１分） 

      （本会議所要時間     ２１分） 
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